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検討会の目的・スケジュール等 資 料 １

１．検討会の目的

横浜川崎区の強制水先は、その対象を平成11年に300GT以上から3,000GT

以上に緩和したが、その後約15年が経過し、この間同水域は、

・入港隻数も相当程度減少し、船舶の混雑状況は緩和している可能性が

あること、

国際 ンテナ戦略港湾として位置付けられ 港湾整備に 定の進展が・国際コンテナ戦略港湾として位置付けられ、港湾整備に一定の進展が

あること、

等、その環境が変化している。

このため、同水域の強制水先について、操船安全面からの客観的・定量

的な分析等安全性の検証を行った上で、その対象船舶のあり方を総合的に的な分析等安全性の検証を行った上で、その対象船舶のあり方を総合的に

検討する。

２．検討会の構成

別添１のとおり。

３．検討のスケジュール（案）

別添２のとおり。

４ 検討会の運営４．検討会の運営

（１） 検討会の運営の透明性の確保を図るため、原則として議事概要及び

資料を公開する。ただし、会議自体は、忌憚無い活発なご意見を頂き、

円滑で効率的な検討を進めるため、原則、非公開とする。

（２） 議事概要は速やかに公開する ただし 議事概要の公開により当事者（２） 議事概要は速やかに公開する。ただし、議事概要の公開により当事者

若しくは第三者の権利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがあ

るときは、座長は議事概要の全部又は一部を非公開とすることができる。

（３） 構成員が欠席の場合又は構成員に代わり説明する場合は、その代理者

が出席して意見を述べ又は説明を行うことができるが出席して意見を述べ又は説明を行うことができる。

（４） その他必要な事項は、検討会でその都度決定する。

－１－



横浜川崎区の強制水先に関する検討会

委 員 名 簿

（五十音順、敬称略）

別添 １

石橋 武 東京湾水先区水先人会会長

糸屋 雅夫 全国内航タンカー海運組合環境安全委員会委員

井上 欣三 神戸大学名誉教授

今津 隼馬 東京海洋大学名誉教授

大村 研一 川崎市港湾局長

◎ 落合 誠一 中央大学法科大学院教授

川村 敏宗 外国船舶協会オペレ シ ン部会副会長川村 敏宗 外国船舶協会オペレーション部会副会長

小島 茂 (一社)日本船長協会

佐々木 真己 (一社)日本船主協会港湾関連業務専門委員会副委員長

下沖 秋男 (公社)東京湾海難防止協会理事長

○ 杉山 雅洋 早稲田大学名誉教授

中条 潮 慶應義塾大学教授

中島 泰雄 横浜市港湾局長

根本 勝則 ( 社) 本経済 体連合会産業政策本部根本 勝則 (一社)日本経済団体連合会産業政策本部長

福永 昭一 日本水先人会連合会会長

（国土交通省）

竹田 浩三 大臣官房審議官

吉永 隆博 海事局海技課長

今井 浩 海事局総務課次席海技試験官

梅野 修一 港湾局計画課港湾計画審査官梅野 修 港湾局計画課港湾計画審査官

住本 靖 海上保安庁交通部安全課長

※「◎」は座長、「○」は座長代理。

－２－



別添 ２
検討のスケジュール（案）

月 回 主  な  議  題  （案）

 ＜説明等＞
・検討会の目的 スケジュール等

２月 第 １ 回

　・検討会の目的、スケジュール等
  ・水先及び横浜川崎区の現況
  ・横浜市からの説明

 ＜審議＞
  ・シミュレーション調査の実施方法（案）

＜説明等＞

３月 第 ２ 回

 ＜説明等＞
　・川崎市からの説明
　
 ＜ヒアリング（プレゼン）＞
  ・検討会構成員より

 ＜審議＞
  ・シミュレーション調査の実施方法の決定シ シ ン調査 実施方法 決定

５月 第 ３ 回

 ＜説明等＞
  ・詳細な海難の発生状況、航路別・トン数別の入港隻数等

 ＜ヒアリング（プレゼン）＞
　・検討会構成員以外より検討会構成員以 り

７月 第 ４ 回
 ＜報告、審議＞
  ・中間調査結果報告（交通流シミュレーション）及びその評価

10月 第 ５ 回
 ＜報告、審議＞
  ・調査結果報告（操船シミュレータ実験）及びその評価

11月 第 ６ 回
 ＜審議＞
  ・調査結果を踏まえた強制水先対象範囲（案）

－３－

12月 第 ７ 回
 ＜審議＞
  ・強制水先対象範囲について、検討会取りまとめ



○ 目的

水先制度の概要 資 料 ２－１

水先とは、船舶の輻輳水域等（全国３５区）において、免許を受けた水先人が

船舶に乗り込んで目的地に導くこと。世界各国で実施。

目的は、船舶交通の安全確保、船舶の運航能率の増進。

他の船舶を含む水域全体の安全、港湾機能や海洋環境の保全等にも寄与。

○ 強制水先制度

全国で特に交通の難所とされる水域１０か所では、水先人の乗船を義務付け。

○ 水先人数○ 水先人数

全国で６７３人（H２６．１．１現在）

○ 実績

約１７万２千隻（H２４年度）約１７万２千隻（H２４年度）

○ 水先区

● 八戸

●及び 水先区 （３５区）
那覇区

：

●釜石

●

仙台湾

秋田船川●

酒田●

新潟

●

伏木

●

七尾●

強制水域

備讃瀬戸区来島区

那覇区

● 小名浜

（１０区）
● 那覇

：

田子の浦●

●
清水

伊勢三河湾

舞鶴

●

尾鷲●
和
歌
山
下
津

●

大阪湾

境

●

●小
松
島

関門

●佐世保

●島原海湾 伊勢三河湾区

備讃瀬戸区来島区

関門区
● 鹿島

横浜川崎区

横須賀区

東京湾区
東京湾

博多 ●

● 釧路
●

室蘭

●

函館

小樽 ● 留萌

●

長崎

●島原海湾

鹿児島●

●細島

伊勢三河湾区

大阪湾区
佐世保区

苫小牧

●

●

内海
（瀬戸内海全域）

－４－



① 船社等からの依頼を受け、水先を行う
船舶まで小型ボートで移動。

水先業務の流れ 資 料 ２－２

船舶まで小型ボ トで移動。

④ 交通が混雑する水域では、無線で他船や
海上保安庁等と情報交換を行いつつきょう導。

② 水先を行う船舶に到着後、縄ばしごで
当該船舶に乗船。

⑤ 港周辺で速力を落とした大型船は舵が
利きにくくなるため、タグボートを付け
て船舶の動きを制御て船舶の動きを制御。

③ 操舵室で船長に針路や速力を指示し、
目的地に向け船舶のきょう導を開始。

⑥ 速力調整やタグボートでの制御を行い
目的の岸壁に着岸。水先業務終了。

－５－



わが国の強制水先の状況

資 料 ２－３

強 制 水 先 対 象 船 舶水 域

横須賀区（横須賀港）

総ト
佐世保区（佐世保港）

那覇区 （那覇港）

300総トン以上
（但し、内航船は1,000総トン以上）

横浜川崎区（横浜港・川崎港の狭水域）

3,000総トン以上
（但し、内航危険物積載船は1,000総トン以上、

外航危険物積載船は300総トン以上）

関門港（入出港）

3,000総トン以上
（但し、危険物積載船及び関門港若松区(第一区

～第四区に限る。)を航行する船舶であって、

東京湾内 (東京港 横浜港南本牧等）

内航に係るものは1,000総トン以上、外航に係

るものは300総トン以上）

東京湾内 (東京港、横浜港南本牧等）

伊勢三河湾内 (名古屋港、四日市港等)

大阪湾内 (神戸港、大阪港等)

備讃瀬戸海峡
10,000総トン以上

来島海峡

関門海峡（通峡）

－６－



海外の強制水先の状況

上　海
（中国）

　　全ての外航船

資 料 ２－４

シンガポール
　　３００総トン以上
　　（但し、危険物積載船は全て）

釜　山
（韓国）

　　５００総トン以上
　　（但し、内航船は1,000総トン以上）

香 港
　　３,０００総トン以上

（但し ガス運搬船は全て香　港 　　（但し、・ガス運搬船は全て、
　　　　　　　・特定岸壁への入出港船・油タンカー等は１,０００総トン以上）

サザンプトン
（英）

　　全長６１ｍ以上 <≒400総トン以上>
　　  （但し、旅客船（旅客12人以上乗船時）は全長20ｍ以上）

ルアーブル
（仏）

　　全長７０ｍ以上 <≒800総トン以上>
　　 （但し、危険物積載船は全て）

ロッテルダム
（蘭）

　　全長７5ｍ超 <≒900総トン超>
　　（但し、危険物積載船は全て）

ハンブルグ
（独）

　　全長９０ｍ以上、又は全幅１３ｍ以上 <≒2,000総トン以上>
（但し 危険物積載船は全て）（独） 　　（但し、危険物積載船は全て）

アントワープ
（ベルギー）

　　全長１２０ｍ以上、又は喫水６ｍ以上 <≒6,000総トン以上>

出典：各WEBサイト及びH24年度(財)海技振興センター海外養成教育関係調査 －７－

ニューヨーク
（米）

　　全ての外航船
　  　（但し、・内航船は1,600総トン以上
　  　　　　　 ・内航石油製品運搬船は1万ガロン（約40KL)積載時<≒１００総トン>以上）



水先区、強制水先設定の考え方
資 料 ２－５

１．水先区の設定の考え方

水先区は、地理的自然的条件や船舶交通の状況、特別な船舶交通

ルールの設定状況等からみて、固有の特殊な水域事情を有する水域

であって、船長が通常有する一般的な航行に関する知識・能力のみ

では、自船及び他船の安全が十分に担保されないおそれがある水域

を対象として設定している。

固有の特殊な水域事情の具体的なものとしては、次のような事項

があるがある。

○ 地理的条件 ：水路の狭隘・屈曲、航行水域付近の険礁・浅瀬

の存在等

○ 気象 ・ 海象：時化・吹雪・霧・風等の気象、潮流・河流・

波高等の海象の影響の大きさなど波高等の海象の影響の大きさなど

○ 船舶交通状況：船舶交通の輻輳等

○ 船舶交通規制：港則法や海上交通安全法等の地域的な規制の

存在など

（ 途中（略））（ 途中（略））

２．強制水先区の設定の考え方

強制水先区は、特殊な水域事情がより顕著であり、加えて、万一強制水先区は、特殊な水域事情がより顕著であり、加えて、万

海難が発生した場合には、海洋汚染、沿岸工業地帯への火災、航路

閉塞等による港湾機能の喪失などの二次災害を引き起こすおそれの

ある水域であり、船長が当該水域について研究し慎重に運航する場

合であっても、安全上・公益上の観点から、水先人による支援が不

可欠な水域を対象として設定している。

－８－



横浜川崎区の現況

【横浜港・川崎港の区域（概要図）】

資 料 ３－１

横浜川崎区
(3,000GT強制水先)

川崎港

川崎航路
(最狭幅300m)

鶴見航路
(最狭幅380m)

大黒埠頭

横浜港

横浜航路
(最狭幅400m)

本牧
埠頭

南本牧埠頭

＜横浜港 概要＞

入港船舶隻数 ：37,249 隻（H23年）

入港船舶総トン数 ：276,361,377ﾄﾝ（H23年）

取扱貨物量 ：121,326,484ﾄﾝ（H23年）

港湾区域面積 ：7 316ha

＜川崎港 概要＞

入港船舶隻数 ：26,881 隻（H23年）

入港船舶総トン数 ：99,637,950ﾄﾝ（H23年）

港湾区域面積 ：7,316ha

最大潮速 ：0.5ノット程度

－９－

コンテナ岸壁 年取扱貨物量 ：86,737,932ﾄﾝ（H23年）

港湾区域面積 ：3,298ha

最大潮速 ：0.5ノット程度
危険物岸壁
(除く横浜川崎区)



横浜川崎区の区域
資 料 ３－２

：横浜川崎区 3,000トンの強制水先水域（狭水域)）

：東京湾区 1万トンの強制水先水域

危険物船
岸壁

川崎航路

鶴見航路

ふくそうする航路内で
直角大変針が必要

横浜航路

直角 変針 要

南本牧埠頭
（整備途中）

－10－



横浜港・川崎港（港域全体）の
入港隻数・入港船舶総トン数の推移

隻

１．横浜港（港域全体）の推移
千総トン

資 料 ３－３

7,320
139

6,115

371
477

3 237 3,623 3 619 3 598 3 604

250,656 237,893 234,705 233,800 230,275

214,181
225,279

230,718
239,503

253,562

267,099
279,138

257,843

279,871 276,361

250,000

300,000

50,000

60,000

外航商船 内航商船 そ の 他 入港船舶の総トン数隻
千総

34,146
38,211

31,838

36,615 35,286

29,635 29,537 27,601 28,677 27,828 28,489 28,400

23,403 23,111 23,588

3,237 3,623
3,635

3,619 3,517 3,598 3,604

3,573 3,546 3,026

100,000

150,000

200,000

20,000

30,000

40,000

10,431 11,037 9,323 11,058 11,061 10,271 10,836 11,016 11,119 11,277 11,070 11,198 10,128 10,702 10,635

0

50,000

0

10,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
(隻数計) 51 897 49 387 47 276 48 044 46 824 43 143 43 996 42 252 43 415 42 622 43 157 43 202 37 104 37 359 37 249

年

千総トン

２．川崎港（港域全体）の推移
隻

120,00060,000
外航商船 内航商船 そ の 他 入港船舶の総トン数

(隻数計) 51,897 49,387 47,276 48,044 46,824 43,143 43,996 42,252 43,415 42,622 43,157 43,202 37,104 37,359 37,249

43

29
28

272 394

449
457

633
714

775

100,925

89,403 90,562 91,869 93,006
90,642 92,457 93,887 92,589

95,264
98,725

103,346

92,614

100,261 99,638

80,000

100,000

40,000

50,000

52,432

40,060 37,892 36,231 35,623
33,588 34,250 32,854 31,285 29,297 28,523 26,729

23,242 23,402 23,442

968 1,217

1,489 904 764

20,000

40,000

60,000

10,000

20,000

30,000

出典： 港湾統計（年報）（国土交通省） －11－

2,358 2,201 2,527 2,524 2,743 2,592 2,537 2,547 2,543 2,541 2,615 2,524 2,473 2,663 2,675
0

,

0

,

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
(隻数計) 54,833 42,290 40,447 39,027 38,760 36,629 37,244 36,034 34,542 32,613 32,106 30,470 27,204 26,969 26,881 

年年



横浜港・川崎港（港域全体）の
危険物荷役の状況

１．危険物を荷役した隻数（港内全域）
隻

資 料 ３－４

35 000

凡例： 横浜港 川崎港

13,765
14,302

11,688 12,505
11 537

12,882

25,000

30,000

35,000

19,860 18 770

21,825

11,537 12,523 13,365
12,452 11,959

10,934

10,301
10,681 10,545

9,139

10,000

15,000

20,000

年

19,860 18,770
17,534 17,169 16,266 15,282 14,773 13,857 13,936 13,751

12,496 11,635 11,649
9,043

0

5,000

,

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

万トン

２．危険物の荷役量（港内全域）

凡例： 横浜港 川崎港

8,000

9,000

3,273

3,173

4,977

3,465 3,349
3,614

3,717 4,014
4,242

3,826 3,785
3,599 3 412

3,474
5,000

6,000

7,000

4,409

5,207

3,818 3,743 3,718 3,855 3,612 3,583
3,212

2,776 2,815 2,558 2,555
2,942 2,659

3,599 3,412 2,962

1,000

2,000

3,000

4,000

年
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注）１．出典 ： いずれも海上保安統計年報（海上保安庁）
２．上記の危険物とは、高圧ガス、引火性液体類、可燃性物質類、酸化性物質類等をいう。

0
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横浜港・川崎港（港域全体）の
入港隻数のトン数別内訳

１．横浜港（港域全体）

H23年 全入港隻数

資 料 ３－５

H23年 全入港隻数
H23年 外航船入港隻数

3千GT未満
(1,310隻)
12.3%

1万GT以上
(5,597隻)
15.0%

1万GT以上
(5,178隻)
48.7%

6千～1万GT未満
(3,108隻)
29.2%

5～5百GT未満
(15,267隻)

41.0%

千～3千GT
未満

(3 988隻)

3千～6千GT未満
(3,340隻)

9.0%

6千～1万GT未満
(3,851隻)
10.3%

5百～千GT未満
(5,206隻)

14.0%

(3,988隻)
10.7%

3千～1万GT合計
( 7,191隻)

19.3%
3千～1万GT合計
( 4,247隻)

39.0%

２．川崎港（港域全体）

H23年 全入港隻数
H23年 外航船入港隻数

6千～1万
GT未満
(817隻)
3 0% 1万GT以上

(1 277隻)

5～5百GT未満

3千～6千
GT未満

(1,766隻)
6.6%

3.0%
(1,277隻)

4.8%

3千GT未満
(859隻)
32.1%

1万GT以上
(1,198隻)
44.8%5 5百GT未満

(15,954隻)
59.4%5百～千GT未満

(5,244隻)
19.5%

3千～1万GT合計

6千～
1万GT
未満

(244隻)
9.1%

3千～6千
GT未満
(374隻)
14.0%

－13－

注） １．出典 ： いずれも港湾統計（年報）（国土交通省）
２．ＧＴ ：総トン数（Gross tonnage）を指す。

3千～1万GT合計
( 2,583隻)

9.6%
3千～1万GT合計

( 618隻)
23.1%



横浜航路・鶴見航路（横浜川崎区の航路）
の入港関係の水先隻数（平成24年度）

資 料 ３－６

全体のトン数別内訳

3千～4千GT
未満

(185隻)
6 7%

3千以上～1万GT未満の内訳

3千GT未満
( 37隻)
0.8%

１．横浜航路を経て入港した水先隻数

6.7%
4千～5千GT

未満
( 271隻)
9.8%

5千～6千GT
未満

( 196隻)
7.1%

6千～
7千GT未満
( 106隻)

９千～
１万GT以上
( 1,251隻)
45.3%

1万GT以上
(2,104隻)
42.9% 内 訳3千以上～1万GT未満

(2,760隻)
3.8%

7千～8千GT
未満

( 466隻)
16.9%

8千～
9千GT未満

（285隻)
10.3%

56.3%

２．鶴見航路を経て入港した水先隻数

全体

3千～4千GT
未満
(87隻)
10.0%

4千～5千GT
未満
( 97隻)

3千GT未満
( 18隻)
0.8%

3千以上 1万GT未満

全体のトン数別内訳 3千以上～1万GT未満の内訳

( 隻)
11.2%

5千～6千GT
未満( 55隻)

6.3%

6千～7千GT
未満
( 94隻)
10.8%

9千～1万GT
未満

(396隻)
45.6%1万GT以上

(1,463隻)
62.3%

3千以上～1万GT未満

(869隻)

37.7%

内 訳

－14－

注）１．出典 ： いずれも日本水先人会連合会からの提供データを基に海事局が作成
２．ＧＴ ：総トン数（Gross tonnage）を指す。

7千～8千GT
未満

( 111隻)
12.8%

8千～9千
GT未満
( 29隻)
3.3%



横浜港・川崎港（港域全体）の
海難発生状況

１．横浜港・川崎港（港域全体）の全海難隻数
隻

資 料 ３－７

凡例： 横浜港 川崎港

隻

6
9

1

14

8

8

30

40

28
25

36

26 24

30

23

9 10 6

8

5
9 9

5

20

年

16 16 17

8

18 18 19

0

10

H9 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

２．横浜港・川崎港（港域全体）の商船に係る海難隻数

凡例： 横浜港 川崎港

隻

7

3

20

1

1
7

6

6

4

3

10

15

7 7
6

11

7 7

15
13 13

17

8

12
10

4
2

6
3

4

3

5

注）１．いずれも海上保安庁からの提供データを基に海事局が作成。
２．H25年は速報値。
３．上記の海難とは、衝突、乗揚げ、転覆、火災、浸水、機関故障、推進器障害、舵故障等をいう。

年

－15－
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横浜港・川崎港の海難発生場所

出典： 運輸安全委員会ＨＰ 「船舶事故ハザードマップ」より。

＜掲載事故の対象＞

・H1 1～H20 9の間に海難審判で裁決・言渡しした衝突・乗揚事故

資 料 ３－８

H1.1 H20.9の間に海難審判で裁決 言渡しした衝突 乗揚事故

・H20.10～H26.1の間に運輸安全委員会が調査終了した船舶事故

・漁船、プレジャーボート等の事故を含む。

－16－

凡 例 横浜川崎区

港域（港湾法）



横浜川崎区の強制水先見直し時の答申

○海上安全船員教育審議会答申（抜粋）（平成１０年１２月９日）

１．強制水先の対象船舶の範囲の設定に当たっては、個別の強制水先区ごとに、その地形的条件、

資 料 ３－９

自然条件、港湾及び航路の整備状況、船舶の輻輳状況、海難の発生状況のほか、事故の際の二

次災害の可能性及びその影響度等多様な要素を総合的に勘案して判断する必要がある。

２．横浜区の現状をみると、地形的条件として、横浜港は全体として奥行きが深く袋小路の形状

であり、一方、川崎港は京浜運河のほか主として細かく入り組んだ枝状の運河から成り立って

いるという特徴がみられる。また、横浜区においては、航路以外の余裕水域があまりなく、特いるという特徴がみられる。また、横浜区においては、航路以外の余裕水域があまりなく、特

に横浜港の主要バースについては入港時に大角度変針を伴い左折する必要があるものが多い。

なお、自然条件（気象・海象条件）は特に厳しい状況にない。

横浜港及び川崎港それぞれの入港隻数は他の主要港と比較して特に多くはなく、またいずれ

も減少傾向にある。横浜区には港則法上、横浜航路、鶴見航路及び川崎航路の３つの航路があ

るが、航路の運用上、入港ルートは実質的に２つであり、船舶の輻輳度は高い状況にある。な

お、それぞれの航路においては航路管制が行われている。航路別に特徴を見ると、横浜航路は

外航船、特に大型船の入港隻数が多く、また、鶴見航路、京浜運河、川崎航路等は危険物積載

船が相当多くなっている。海難の発生状況については、海難審判庁の資料によると他港と比較

してやや高い水準にある。

万が一、港内で海難事故が発生した場合には、入港ルートが実質的に２つであること、閉鎖

的な水域 あると う地形的特性により 全港的な機能喪失 危険性が相当高 と考えられる的な水域であるという地形的特性により、全港的な機能喪失の危険性が相当高いと考えられる。

横浜港、川崎港とも首都圏に立地する極めて重要な港湾であり、一旦海難事故が発生すると、

京浜臨海部の工場の操業に影響するだけでなく、首都圏の経済活動、さらには、市民生活にも

多大な影響を及ぼすと考えられる。特に、危険物積載船については、事故の際の海洋汚染、海

上災害等の二次災害を引き起こす危険が大きい。

３．横浜区における強制水先対象船舶のあり方について、操船安全面から客観的・定量的な検討

を行うため、社団法人日本海難防止協会の水先問題検討会において、航路、時間帯等概ね厳し

い条件の下、シミュレータ実験を活用した検討が行われたが、その結果、横浜区については、

総合的な安全対策を講じた場合においても、総トン数３千トン程度以上の船舶については、水

先の技術的支援を受けるのが望ましいとの結論が示された。

４．以上の点を総合的に勘案すると、横浜区においては総トン数３千トン以上の船舶について強

制水先の対象とすることが適当である。ただし、鶴見航路及び川崎航路には相当多くの危険物

積載船が通航しており、事故の際の二次災害の危険性及びその影響が大きいことから、危険物

積載船については、現行どおり水先人を乗船させることが望ましいと考えられる。

５．なお、横浜港については、強制水先対象船舶の範囲を総トン数１万トン以上の船舶とすべき５．なお、横浜港については、強制水先対象船舶の範囲を総トン数１万トン以上の船舶とす き

との強い要望が示されている。現在、横浜港では港湾計画に基づき、港の整備が推進されてお

り、今後、船舶交通の状況等が大きく変化することが予想される。したがって、港湾整備の進

捗状況等にあわせ、現港湾計画の最終年次である概ね平成１７年までに、再度１万トンへの緩

和について検討することが適当である。

－17－



シミュレーション調査について

強制水先は安全制度であり、その対象範囲の検証には、客観的・定量的に

検証した上で 総合的に検討することが必要である

資 料 ３－10

検証した上で、総合的に検討することが必要である。

このため、平成11年の横浜川崎区強制水先の見直し時においては、客観的

・定量的に検証できるシミュレーション調査を実施し、その上で総合的に検

討した上で判断している。

また 平成17年11月の交通政策審議会答申（水先制度の抜本改革のあり方また、平成17年11月の交通政策審議会答申（水先制度の抜本改革のあり方

について）においても、「強制水先の範囲を見直す場合は、～科学的な実証

分析を行った上で、水域の自然条件、船舶交通状況等を考慮して判断するこ

とが適当」である旨指摘されている。

シミュレーション調査の内容は次のとおり。シミ レ ション調査の内容は次のとおり。

１．船舶交通流シミュレーション（数値シミュレーション）調査

検証水域の航路幅・地形等の地理的条件、船舶交通流等の交通条件の

データをコンピュータに入力し、検証船の大きさごとに標準的操船方法

（操船技量は標準的、航行ルート・速力は実際に同水域を航行した船舶（操船技量は標準的、航行 ト 速力は実際に同水域を航行した船舶

（検証船と同サイズ）を基に設定。）により航行させ、同検証船ごとに、

同水域の航行環境ストレス値（仮想操船者が受ける危険感：操船困難度）

を求める。

＜特徴＞

・所定ルートを標準速力で航行（ヒューマンファクター未考慮 ）・所定ルートを標準速力で航行（ヒューマンファクター未考慮。）。

・他船等を避航しない（H16以降は避航モデルとした。）。

・実行時間が短く、多数のケースを繰り返し実施できる。

２．操船シミュレータ実験調査

前記１．のデータを操船シミュレータ装置に入力し、検証船の大きさ

ごとに、実際の船長により、同船長の操船方法によって同装置を操船を

行わせ、同検証船ごとに、同水域の航行環境ストレス値（被験者が受け

る危険感：操船困難度）を求める。

＜特徴＞＜特徴＞

・人間（船長）が臨機応変に操船（ヒューマンファクター考慮。）。

・他船等を避航する。

・実際の船長が実際に操船するため、実験ケース数に制限あり。

－18－



１．船舶交通流の実態把握

シミュレーション調査の流れ（概要）

対象水域現場に赴き、レーダー・目視等に
より 実際の船舶交通流（船の大きさ 種類

資 料 ３－11

より、実際の船舶交通流（船の大きさ・種類、

航行の速度・ルート等）を確認し、シミュレー
ションに必要なデータを収集。

２．船舶交通流シミュレーション調査

収集したデータを整理し、コンピュータに
入力した上で、必要な諸条件を設定して
シミュレーションを実施。

３．操船シミュレータ実験

船舶交通流シミュレーションで使用した
収集データを、操船シミュレータ装置に
ビジュアル的に再現し、必要な諸条件を
設定の上、被験者（船長）により同装置
を操船させるシミュレーションを実施。

－19－



シミュレーション調査結果の評価について

航行環境ストレス値
※ 操船環境ストレス値及び交通環境

ストレス値の統合負荷

１．評価の概念

資 料 ３－12

操船環境ストレス値 交通環境ストレス値

※ 航路幅・地形等の地理的条件の制約
（操船環境）が操船者に与える負荷

※ 周囲の船舶交通流等の交通条件の制約
（交通環境）が操船者に与える負荷

＜算出手順＞

① 原針路を中心に左右 ±90度の範囲をサーチする。

② 針路１度ごとに、自船と障害物（他船、岸壁等）との距離、接近速力（他船との相対

速力又は自船速力）により、衝突・乗揚げ等の危険顕在化までの時間的余裕を算出する。

③ 危険顕在化までの時間余裕を 操船者（船長）が感じる危険感に換算する 換算は

２．航行環境ストレス値の算出方法

③ 危険顕在化までの時間余裕を、操船者（船長）が感じる危険感に換算する。換算は、

過去の操船シミュレータ実験・アンケート調査により作成したものを使用。

④ ①の範囲内の危険感を総計し、その瞬間のストレス値を算出する。

他船岸 壁
防波堤

原針路

自
船

↑ －90度 ＋90度 ↑

３．評価値（航行環境ストレス値）の算定

他
船

① 操船者が感じる危険感を0～6まで分類(非常に安全～非常に危険まで)し、その0～6の
危険感の値を1度ごと±90度の範囲で総計し、その瞬間の地理的制約及び交通環境的制約
を環境ストレス値とする。

② 航行環境ストレス値は、
・原針路から左右90度のどこを向いても危険顕在化までの時間が十分余裕ある場合は、

危険感の最小値 0が180度にわたる状態となるため、0×180＝0 を最小とし、
原針路からどこを向いても直ちに危険な場合は 危険感の最大値6 が180度にわたる

評価値
（環境ストレス値）

ランク 操船者の感覚

許容 きな

・原針路からどこを向いても直ちに危険な場合は、危険感の最大値6 が180度にわたる
状態となるため、6×180≒1000を最大とする。

③ 0～1000の間で、如何なる危険感状態となっているかにより、操船者が受ける操船困難

上のストレス程度を以下のとおり分類する。

　900以上 Catastrophic 　許容できない

　750以上　～　900未満 Critical 　　許容の限界

　500以上　～　750未満 Marginal 　　許容できる

　　 0以上　～　500未満 Negligible 　　許容できる

－20－



過去に国が実施した横浜港のシミュレータ調査結果

凡例 ： □ Negligible （許容できる） ■ Marginal （許容できる）

■ Critical （許容の限界） ■ Catastrophic  （許容できない）

資 料 ３－13

１．平成10年度(3,000トン緩和時)に実施した調査結果

＜調査条件＞
・実験ルート：横浜港外から横浜航路を経て本牧Ｃ８岸壁まで
・交通データ：H3.3.18の実測交通データのうち、最輻輳時間帯の07～08時の間
・操船シミュレータ被験者：各検証船型（大きさ）ごと各３人

いずれも検証船型の操船経験はあるが、同岸壁への入港経験が無い又は
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２．平成16年度及び平成17年度に実施した調査結果

＜調査条件＞
・実験ルート：船舶交通流シミュレーション 横浜港外から横浜航路を航行（ベイブリッジ通過まで）

3
13

2 4
15

100%
船舶交通流シミュレーション

26

100%
操船シミュレータ実験

実験ル ト：船舶交通流シミュレ ション 横浜港外から横浜航路を航行（ベイブリッジ通過まで）
操船シミュレータ実験 横浜港外から横浜航路を経て本牧Ｄ岸壁まで

・交通データ：H15.1.20の実測交通データのうち、最輻輳時間帯の07～08時の間
・操船シミュレータ被験者：上記のH10年度調査と同条件
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－21-注） ＧＴ ：総トン数（Gross tonnage）を指す。



シミュレーション調査の実施方法（案）

資 料 ５

１．船舶交通流データ関係

・昨年、横浜市が実施したデータその他既存のデータを活用する。

・なお、交通量に変化がある場合には、必要に応じ、最新状況を反映し

たデータに補正する。

隻 隻 デ（調査時の入港隻数と直近の入港隻数比によるデータ補正等）

２．シミュレーション調査の条件設定関係

（１）検証船型

総トン数 3 000 6 000 10 000の各総トン（H17と同様）・総トン数 ：3,000、6,000、10,000の各総トン（H17と同様）

・船 種 ：コンテナ船（H17と同様）

（２）実験の航行ルート

次の２ルート

・横浜港外～横浜航路～本牧埠頭Ｄ岸壁（H17と同様）

・横浜港外～鶴見航路～京浜運河～東洋埠頭（H17と同様）

（３）実験の時間帯

・船舶の最輻輳時間帯（07～08時の間）（H17と同様）船舶の最輻輳時間帯（07 08時の間）（H17と同様）

（４）操船シミュレータ実験の被験者（船長）

・人 数 ：各船３～５名程度（過去は各船３名）

・経験等 ：検証船型総トン数の操船経験は有るが、検証水域の

入港経験は無し又は僅少（H17と同様）入港経験は無し又は僅少（H17と同様）

（５）その他の条件設定（例：操船シミュレータ実験に於ける気象・海象、

タグボート使用条件等）は、標準的なものを設定（過去も同様）

－22－



Port of Yokohama

2

8

1



3

8

1

[ 2013

8

4



[ 2013 5

8

[ 2013 6

8



7

8

9 1

8

8

26 1

8



3,000

1

9

7

8

51%49%

3000 9999
51

3000~9999
2013

10000
1959

10

2
2

8:00 17:00 ( )
8.0m

8



A

B

AIS

A

C

11

8

1

2

2

12

8



13

8

1

14

A5 A8
BC1
C5 9
D1 5

C3 C4 T9



21
S58

H10

15

16

H3 H15 H24
445 74 59

0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
500



24 H9 H21

BC H17
B5 9 C1 4

17

18

H3 H15 H24
733 280 153

0
100
200
300
400
500
600
700
800



19

H3 H15 H24
72 2 0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

20

H3 H15 H24

4,573 1,342 1,187

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000



H16

D
H20

H12 H25

21

22

H3 H15 H24

21,337 14,809 9,916

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000



MC1 MC2 H13

23

30000

40000

50000

60000

3 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

H24
H 3 4
H15 2

0

24



3 3
3 3 18
6 18

12
10

15 1
15 1 10
6 18

12
16

24 12
24 12 19 20

0 24
48

25

344

194 144.5

341

201

158.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

3 3 15 1 24 12

160
135

92.5

107

87

73.5

0

50

100

150

200

250

300

3 3 15 1 24 12

•

26



19

26

12.5

13

6

4.0

0

5

10

15

20

25

30

35

3 3 15 1 24 12

39
26

14.5

53

38

18.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

3 3 15 1 24 12

7 8

•

7 8 8 9

27

43
36

27.5

28

21

23

0

10

20

30

40

50

60

70

80

3 3 15 1 24 12

•

46

26 23

37

23

13.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

3 3 15 1 24 12

28



29

AIS

30

500 24 12 1 AIS
500 24 12 19 2

500 24 12 1 AIS
500 9

24

1 139m 23m

6 1

30 1
30 24 720



31

C

32



33

34
• 3



35

• 15

36

•

• 24 1



3 0 4 1
5 1

1 1

0 0

3 3

2 2

0

1

2

3

4

H22 H23 H24 H25

7 H13

07 30 08

H13

11
A B C D

4

7 30 8
11

C D 4

A B 4

38



H16

3925 1

16
400 500

H11
H11

1 2

H22
HP

H11
40



H13

41

42

3
1

AIS

AIS



43

8

1

Port of Yokohama


